
新型コロナウイルス感染症の拡大により影響を受けている県内の宿泊事
業者等が取り組む「新しい生活様式」や「新しい旅行スタイル」に対応
した取組にかかる費用を補助する制度です。

※本事業の利用にあたっては、まず事業実施計画書の提出が必要です。提出された計画書を県で審査
 し、採択された場合に、補助金の交付申請が可能となります。
※おもてなし課ホームページに掲載している補助金交付要綱及び公募要領を熟読の上、申請していた
 だきますようお願いします。

裏面に続く

おもてなし旅館ホテル等環境整備緊急支援事業

ポイント

対象者

○宿泊事業者（指定管理者を除く）
    ・旅館業法（昭和23年法律第138号）第３条第１項に規定する許可を受けて高知県内で旅
       館業を営む者又は住宅宿泊事業法（平成29年法律第65号）第３条第１項の規定により届
       出を行い、高知県内で住宅宿泊事業を営む者であること。
    ・高知県内に本社、本店、住所（個人）のある事業者であること。(但し、市町村を補助事
       業者とする間接補助事業にあっては、この限りでない。)

○市町村

補助率等
・補助率：３/４以内（市町村が事業実施主体の場合は２/３以内）

・補助上限額（下限額）：2,000万円 （下限：300万円）

対象事業

補助対象事業は、「新しい生活様式」や「新しい旅行スタイル」に対応した

次の３つの取組となります。

①施設の改修  ②設備の導入  ③関連するソフト事業

①施設の改修

・客室の改修（新しい生活様式や新しい旅行スタイルに対応しているもの）
・シェアオフィス環境の整備やワーケーション対応のための改修
・部屋風呂や個室食事処などの整備
・ソーシャルディスタンス確保のための改装  など

②設備の導入

・非接触型への設備改修や機器の導入
 (自動精算機、自動チェックイン機、自動洗浄トイレ、オンラインオーダー
 システム等)
・換気設備のリニューアル
・無料公衆無線LAN（Wi-Fi）環境の整備  など

③関連する
 ソフト事業

・体験・滞在型コンテンツの開発
・従業員向け教育研修の実施
・専門アドバイザーの招へい  など

 補助対象となる取組の例 

※③関連するソフト事業は、①施設の改修や②設備の導入に付随して実施するものが対象です。

※単なる維持修繕を目的とする費用、汎用性の高い備品（自動車、オートバイ等）購入費、
 セミナー研修の受講費、消費税などは補助対象外となります。
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 補助事業の流れ

・ 必ず「補助金交付決定通知書」の受領後に事業を行ってください。

・ 補助金交付決定を受けても、定められた期日までに実績報告の提出がないと、補助金は受け
    取れません。

・ 国や県、市町村が助成する他の制度（補助金、委託費等）と経費が重複する事業は補助対象

    事業となりません。

  まずは事業実施計画書の提出を！

【問い合わせ先】
 高知県観光振興部おもてなし課 〒780-8570 高知市丸ノ内1丁目2-20

 
TEL：088-823-9043（土日祝日除く８:30～17:15まで）  
FAX：088-823-9256
E-mail：020201@ken.pref.kochi.lg.jp
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事業終了
から30日
以内又は
R3.2/26

R3.1月上旬
から順次

R8.3/31
まで

申請者

12月下旬頃

実績報告書
受付から
3週間程度

・事業実施計画書の提出に必要な書類は以下のとおりですので、おもてなし課のホームページから
   様式をダウンロードしご利用ください。[http://www.pref.kochi.lg.jp/soshiki/020201/]
   ※ダウンロードできない場合は当課までご連絡ください。

・提出書類は、簡易書留など追跡ができる方法でお送りください。
 ※持参による提出は受け付けておりません。
 ※提出書類等の返却はしませんので、コピーを取るなど、控えを保管してください。 

 留意事項

審
査
会
の
実
施

事
業
採
択･

通
知

交
付
申
請

交
付
決
定

申請者 県 県 申請者 申請者 県

実
績
報
告

審
査
・

補
助
金
額
確
定

補
助
金
支
払

県

フ
ォ
ロ
ー

ア
ッ
プ
調
査

県

実績報告書
受付から
4週間程度

チェック欄 書類名等

□ 事業実施計画書（第1号様式）

□ 添
付
書
類

定款又は寄付行為、納税証明書、法人登記簿謄本、直近３期分の決算諸表

□ 積算根拠資料（見積書、カタログ、仕様書等）

□ 工事を伴う場合は、工事概要資料、工程表、位置図、平面図 等

申請者

※交付決定後に補助事業の内容及び経費等を変更する際は、必ず事前の承認が必要です。

R3.1/29
まで

R2年度中に
終了しない
場合

事業終了
から30日
以内又は
R4.2/28

R9.3/31
まで

実績報告書
受付から
3週間程度

実績報告書
受付から
4週間程度

年度終了実績
報告書の提出
R3.4/15まで

繰越した
場合

事業実施計画書受付期間
令和2年10月30日(金)～12月16日(水)

繰
越
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